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日本私立大学連盟「設立宣言」

　われ等が多年熱望した私立大学の国法上の地位は今や確立された。日本開国以来殆ど百年間の協力の結晶である。
　われ等の先人達が夙に私学教育の大目的を定め、学術研究文化向上を志して専念努力以て育成した崇高な事業は、私立
大学のあり方を示して年月の経過と共に、さん然と輝いている。
　学問の独立、良心の保障、建学の理念は私立大学に於て怡も伝統の如く尊重される。大学人に自由、克己があり、謙譲、協
力があることは著しい。かくて大道垣々国内国外の諸大学に通ずる。若し夫れ気品と本領とは経営と共に備わり、独創と比
較とは研究の上に倶生する。凡そ人類の幸福と平和とは必要な物質的、智能的、精神的、身体的、社会的自由は先づ学園に於
て見ることが可能となるであろう。大学の健全な発達は、真、善、美の理想を希求する大学人の行動の指針であり、やがて世
界平和への活ける精神力であり又不動の基盤であらねばならぬ。
　われ等は今新たに連盟を結成するに当たり、聊か所信を述べて識者の教を請う。
　昭和26（1951）年7月

－出典『日本私立大学連盟50年史』－
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　東日本大震災から２年が経過しましたが、その復興はまだ道半ばであり、支援は

息の長いものでなければなりません。平成24年度も連盟は、東日本大震災による課

題の解決のためにできる限りの支援を行ってきました。具体的には、危機管理にお

ける大学間相互支援の実施や、現在の学生だけでなく被災地の子どもたちが震災ゆ

えに将来高等教育を受ける機会を奪われることが無いように長期的支援を国等へ求

めてきました。

　今日のような変化の時代には、社会の健全性や持続可能性を維持するためにも、

多様な人材の育成が極めて重要です。私立大学の最大の存在理由はそこにあります。

もしどの大学も同じような人材しか育成しなければ、社会から人材の多様性が失わ

れてしまいます。建学の理念に基づいた特色ある教育を実践する私立大学こそが、

これからの日本社会に活力をもたらす原動力となります。

　連盟は、約８割もの学部学生を引き受ける私立大学がますます社会に貢献できる

よう、会員大学の相互協力のもと日々活動を行っています。そこで欠くことのでき

ない視点は、大学にとってもっとも大切な存在である学生にとって最善のことはな

にか、ということです。常にこの視点に立って、それぞれの大学の教育、研究の質

の向上に貢献していきます。また私立大学は、地域社会との密接な連携を活かした

取り組みも行ってきましたが、無限の“協力と連携”の可能性を持つ私立大学と地域

社会との連携を支援することも連盟の重要な役割のひとつと考えています。

　この『アニュアルレポート2013』は、連盟がその使命と責任を果たすべく、会員

大学はもとより広く社会にその活動内容を知っていただくため、平成24（2012）年

度における活動の概要をまとめたものです。連盟の活動に対し、従来に増してのご

理解とご支援を心からお願い申し上げます。

平成25（2013）年６月

ご  挨  拶

会長　清家　篤
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  24大学（創立時）
  46大学
  59法人（  60大学）
  69法人（  72大学）
  86法人（  89大学）
108法人（117大学）
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■会員数の推移

連盟は、建学の精神に基づく各会員大学の独自性と私立大学の多様性を保証し、人類の未来に貢献する人間
を育成するための基盤強化に資すること（定款第３条）をその目的とし、以下の事業を行うことを定款に定め
ています。

（４） 大学の教職員及び学生の福利厚生に必要な事業
（５） 大学における教育研究・経営に関する会誌及び著書の出版
（６） その他この法人の目的を達成するために必要な事業

（１） 大学の経営基盤強化に関する事業
（２） 大学における教育研究・経営に関する支援及び情報の交換
（３） 大学における教育研究・経営に関する調査研究

目的とする事業（定款第４条）

■加盟大学■発起人校

設立時の24大学

日本私立大学連盟は、昭和26年７月に、24の私立大学によって、私学の権威と自由を保持すべく設立されました。
創立総会では、「設立宣言」をまとめ、英文化し、国内外に広く発表しました。そして、その精神は今も連盟
に息づいています。
昭和31年には、社団法人として文部大臣（当時）の設置認可を受け、その後、公益法人改革により、平成24
年４月に一般社団法人へ移行しました。創立時に確認した同志的結合体という性格を強く持ちながら、連盟設
立の趣旨に賛同し加盟する大学が次第に増加し、今日、会員数では日本の私立大学全体の約20％、学生数並び
に財政規模においては約50％を占める規模に発展しました。
連盟は、創立以来、私立大学関係のリーディング・オーガニゼーションとして、連盟創設の志に賛同される
多くの関係者の熱意と努力によって支えられながら、私立大学の教育研究条件の充実向上と経営基盤の確立を
目指し、私学の振興を通じて社会の発展に尽力してきました。

目的及び事業

沿革
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開催日時等

プログラム

　野田内閣当時、税財政の骨格や経済運営の重要基本
方針のとりまとめ等を行うために設置された国家戦
略会議では、第３回会合（平成24年４月９日開催） にお
いて、同会議の民間議員を中心に「次世代の育成と活
躍できる社会の形成に向けて」と題する提言が提出さ
れました。
　同提言は、私学助成や国立大学運営費交付金のメリ
ハリをつけた配分の見直しや大学の統廃合等の促進を
含む高等教育の抜本改革に重点が置かれ、この提言を
受け、社会構造の変化を踏まえた教育システムの改革
に果敢に取り組むことが、野田首相より指示されました。
　この提言を受けて、日本私立大学団体連合会では、
同会議の民間議員をはじめ関係者を交えて意見交換
を行い、私立大学の役割の重要性と存在意義を改めて
社会に示すことを目的として、平成24年５月17日、学
校法人文化学園においてシンポジウム「21世紀社会の

持続的発展と次世代の育成を支える私立大学」を開催
しました。
　シンポジウムでは、連盟の清家　篤会長（日本私立大
学団体連合会会長、慶應義塾長）をコーディネータとし
て、元文部科学副大臣の鈴木　寛氏（参議院議員）、国家
戦略会議の民間議員である古賀伸明氏（日本労働組合
総連合会会長）、日本私立大学団体連合会副会長の黒田
壽二氏（金沢工業大学学園長・総長）をパネリストとす
るディスカッションを行い、それぞれの立場からの意
見発表と、フロアを交えて今後の大学改革の方向性や
高等教育政策のあり方について意見交換を行いました。
　プログラムの最後に、日本私立大学団体連合会とし
て、今後、とくに以下の事項を中心に私立大学の実情や
その改革の基本について一層の理解を得られるよう活
動していくことを確認しました。

シンポジウム「21世紀社会の持続的発展と次世代の育成を支える私立大学」実施概要

TOPICS １ シンポジウム「21世紀社会の持続的発展と次世代の育成を支える私立大学」

（抜粋）

「21世紀社会の持続的発展と次世代の育成を支える私立大学―国家戦略会議における民間議員の意見を受けて」（日本私立大学団体連合会）
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　経営委員会では、理事会からの「改正労働契約法への諸
対応にかかる検討課題の抽出」にかかる諮問を受け、①財
務・人事担当理事者会議全体会議における協議内容等も
参考に検討した経営委員会としての検討成果のとりまと
め、②労働契約法の改正内容を中心に、文部科学省私学部
私学行政課の協力のもと、厚生労働省労働基準局労働条
件政策課・監督課の監修を得ての「Q＆A」及び「労働契約
に当たっての留意点」のとりまとめを行い、『改正労働契約
法への対応について～学校法人（理事会）としての課題～』
とする報告書をとりまとめました（http://www.shidairen.
or.jp/data/blog/20130221kaiseiroudoukeiyakuhoutaiou.
pdf〔加盟大学専用ページ〕）。

　研修委員会では、大学職員としての基礎知識の修得及
び職員としての自覚と意識を確立させることを目的とし、
加盟大学の若手職員の方を対象に、オンデマンド研修の
試験配信を行いました。オンデマンド研修は、従来の対面
式集合型研修とは違い、パソコンとインターネット環境
さえ整えば、職場あるいは自宅に居ながらにして、受講者
の都合の良い時に講義ビデオを視聴することができ、自
己学習ができるものです。平成24年度は次の４つの講義
を試験配信し、多くの方々にご利用いただきました。
　　　①大学の歴史（131分）
　　　②私立大学関係の基本法令（99分）
　　　③ なぜ、マネジメントサイクル（PDCAサイクル）修

得研修が必要か（93分）
　　　④初めての学校法人会計（88分）

　改正労働契約法の対応に当たっては、各会員法人がそ
の自主性に基づき、対応の基本方針を早急に定めること
が必要とされています。
　そうした前提のもと、経営委員会では、各会員法人にお
ける有期労働契約者とのこれまでの契約内容等々が様々
であること、新規の有期労働契約者と更新を重ねてきた
有期労働契約者との対応が異なることも考えられること、
個々の学校法人の教学政策や経営政策によってその対応
が異なることが想定されるなど、統一的な方針のとりま
とめが困難であることから、会員法人において共通の検
討課題の抽出に努めました。

　各コンテンツの講義レジュメ等については、ウェブか
らダウンロードして印刷することが可能となっており、
手元に資料を置きながら、講義を受けることができます。
画面上には、講義内容に連動して資料が表示されるよう
設定し、参照すべき個所が容易にわかり、学習しやすい画
面構成となるよう心がけました。また、多忙な受講者が効
率良く学習できるように、配信期間中は繰り返し再生及
び途中再生を可能としました。さらに、コンテンツによっ
ては、各講師が作成した「理解度テスト」が設けられ、コン
テンツに対応した小テストを受けることができ、理解度
を確認できます。
　平成24年度の同研修の受講者を募集したところ、最終
的に、予想をはるかに上回る計1,250名（98大学）からの受
講申し込みがありました。私立大学のおかれている環境

TOPICS ２ 改正労働契約法への対応について

目　次

Ⅰ．私立大学における非正規労働者

Ⅱ． 私立大学という教育研究機関の特殊性を踏まえた雇用管理にかかる環境整備

おわりに
＜参考＞

『改正労働契約法への対応について～学校法人（理事会）としての課題～』

TOPICS ３ オンデマンド研修の試験配信
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がますます厳しくなる中、インターネットを利用した
非集合型の研修に対する加盟大学のニーズを顕在化さ
せる結果となりました。
　受講者と研修関係の委員計1,303名にアンケートを
実施したところ、321名（24.6％）の回答がありました。
そして、そのうち97.4％からこの研修が若手職員の研
修に「役立つ」との評価を得ました。
　受講理由については、「（1）上司、人事担当部門などか

らすすめられた（指示された）」が32.1％、「（2）自らの勉
強（研修）のため」が42.1％、「（3）興味のあるコンテンツ
があったため」が6.5％、「（4）受講が無料なため」が2.8％、
「（5）試験配信の下見のため」が11.2％、「（6）、（7）その
他」が5.3％でした。アンケートの中でも、「受講が無料
で、かつオンデマンドということもあり時間や場所に
関係なく個人のペースに合わせて受講できる形態で
あったから」という声が多数寄せられました。自らの職
場あるいは自宅において受講できることが大きく作用
し、業務から離れなければならない対面式集合型研修
に比べ、地方中小規模大学からのお申し込みが多く見
受けられたのが特徴でした。
　研修委員会では、アンケート結果等を踏まえ、今後さ
らにコンテンツを充実させ、オンデマンド研修を連盟
における大学アドミニストレータ養成のための研修の
ひとつとして位置づけ、平成25年度から正式に実施す
ることとしました。平成25年度には下記３つのコンテ
ンツを追加し、計７つのコンテンツをウェブ上で配信
する予定です。教職員の自己研鑚、各大学における新入
職員研修・若手職員研修などで積極的にご活用いただ
けるよう周知をはかる予定です。
　　　⑤大学における法的問題への対応
　　　⑥大学の認証評価制度
　　　⑦私学助成の仕組み

オンデマンド研修（大学職員基礎コース）カリキュラム 
コンテンツ 内　　容 講　師　等 配信状況

配信中
（H24制作）

配信中
（H24制作）

配信中
（H23制作）

配信中
（H23制作）

（1）上司、人事から
32.1％

（2）自ら勉強
42.1％

（3）興味コンテンツ
6.5％

（4）受講無料
2.8％

（5）下見、チェック
11.2％

（6）連盟の研修委員
5.0％

（7）その他
0.3％

Q1．受講動機
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　現在5％の消費税率は、社会保障財源の確保を目的とし
て、平成26年４月に８％、平成27年10月に10％へと引き上
げられる予定です。

　連盟の消費税問題検討プロジェクトでは、この消費税
率の引き上げが大学経営に及ぼす影響について検討し、
とくに私立大学の支払った消費税が還付されない問題に
焦点を当てて、連盟として国等に対し行うべき要望につ
いて検討を行い、平成25年３月『消費税問題検討プロジェ
クト最終報告－消費税率の引き上げに対する私立大学の
対応について－』をとりまとめました。
　消費税は、最終消費者が負担する税であり、最終消費者
に至るまでの取引における各段階の事業者の負担となら
ないよう「仕入税額控除」と呼ばれる仕組みが取られてい
ます。

　私立大学も「教育」というサービスを消費者である学生
に提供する事業者です。しかし、「教育」にかかる授業料等
は、国の社会政策上の配慮から非課税とされており、現行
の消費税法においては、教育というサービスを生み出す
ために購入する物品やサービスにかかる消費税が還付さ
れず、私立大学がいわば最終消費者として、消費税を負担
することとなっています。

　この最終報告を受けて、今後、連盟では他団体と連携し、国等に対してこれらの施策の実現に向けた活動を展開していく
予定としています。

　このため、消費税率が引き上げられた場合、購入の際に
支払った消費税が還付される企業等とは異なり、大学は
購入時にかかる消費税の負担が増加することになります。
この負担増は、大学の規模などにより異なるものの、とく
に医歯科系の学部を設置する大学や理工科系の学部を設
置する大学で重く、健全な大学経営を行うことが困難と
なり、授業料等の値上げや教育環境の悪化を引き起こし、
国にとっても大学が所在する地域にとっても知の拠点の
衰退につながりかねません。
　私立大学の経営基盤を強化し、教育研究の充実、学生等
の経済的負担の軽減を図り、国力の強化を実現するため
には、私立大学における消費税負担の軽減の実現が不可
欠です。

　プロジェクトでは、加盟大学にアンケートを実施して、
私立大学における消費税負担の現状を把握するとともに、
私立大学の消費税負担を軽減するために必要な施策につ
いて検討し、最終報告で以下の施策の実現を提言してい
ます。

【税法上の施策】

①私立大学が仕入税額控除をできる制度とすること
②私立大学の仕入れにかかる取引への軽減税率を適用すること
③課税売上割合の算出における特例措置を導入すること
④仕入れにかかる消費税額を私立大学に還付する新たな仕組みを創設すること

【国の予算執行上の施策】

①私学助成を拡充すること
　消費税率引き上げによる各大学の負担増を軽減するため、私立大学の基盤的経費である現在の私学助成を拡充する。
②消費税収を教育目的へ充当すること
　 消費税収の一部を社会保障経費（年金、医療、介護、少子化）のうち、とくに「少子化」に対処するための施策の一環として、給
付型奨学金の創設等の教育目的へ充当する。

消費税問題に対する施策案

TOPICS ４ 消費税問題検討プロジェクト最終報告
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連盟では、高等教育及び私立大学を取り巻く諸情勢を踏まえ、私立大学の教育研究条件の充実向上と経
営基盤の確立に向け、私立大学に関連するさまざまな事業に取り組んでいます。
平成24年度は、ビジョンを具体化するための九つの目標を柱とし、それぞれに会議体や委員会等を設置
し、「平成24年度事業計画」に基づき事業を展開しました。

各事業における
委員会支出総額：
101,193千円

教育研究
（15,933千円）

人材育成
（42,145千円）

広報・情報発信
（38,231千円）

大学経営
（1,977千円）

プロジェクト
（1,077千円）

事業の企画立案・政策研究
（772千円）

予算要求・
税制改正要望
（1,058千円）

各事業の委員会に
おける委員総数：

292人

教育研究
（35大学73人）

人材育成
（52大学111人）

予算要求・税制改正要望
（11大学11人）

広報・情報発信
（27大学33人）

プロジェクト
（16大学20人）

大学経営
（21大学24人）

事業の企画立案・政策研究
（16大学20人）

平成24年度　各事業の委員会における支出額 平成24年度　各事業の委員会における委員数

事業報告に当たって

私立大学の権威を保持し、自律性を尊重し、大学の振興と向上、学術文化の発展に資するため、会員法人の協働による教
育研究・運営、情報の共有・発信を推進する。

ビジョン

１．大学評価委員会
２．年金問題検討プロジェクト

事業を再開した委員会等

連盟では、毎年、事業計画及び事業予算の策定に当たり、事業の整理・統合等の見直しを図り事業の企
画立案・調整作業を行っています。
平成24年度は、時宜に応じこれまで休止していた二つの委員会等を再開しました。

事業の新設及び廃止
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教育研究委員会では、大学側と受験生側関係者並びに認証評
価機関との対話の場として教育研究協議会を開催するととも
に『大学ポートレートと大学改革実行プラン―教育情報の公表
をめぐる検討経過報告―』とする報告書をとりまとめました
（http://www.shidairen.or.jp/data/blog/kyoken_report2012.
pdf）。また、二つのFD推進ワークショップ「私立大学の教職員
の職能開発～教育の質向上とFD・SDの見える化～（専任教職
員向け）」と「大学教員の職能開発とFD（新任専任教員向け）」を
開催しました。
学生委員会では、①学生支援研究会議の開催を通じた「社会
の接合と連携の中での大学の役割と学生の自律支援」にかかる
協議、②「第14回学生生活実態調査」の実施準備、③「奨学金等調
査」の実施（http://www.shidairen.or.jp/data/blog/shogakukin_
report2012.pdf）並びに日本学生支援機構との協議を通じた国の
奨学事業の充実改善への取り組み、④『健全な学修環境の確保
に向けたアンケート』の実施と集計（http://www.shidairen.
or.jp/data/blog/20130318career32.pdf〔加盟大学専用ページ〕）
並びに適正な就職活動の環境整備を目指した対外的活動を行
いました。
国際連携委員会では『国際教育・交流調査』の実施、『日本人学
生と外国人留学生が共に学ぶための仕掛けづくり』アンケート

の実施とともに、国際教育・交流推進協議会を開催して「グロー
バル・キャンパスの実現を目指して～グローバル人材の育成、
日本人学生と外国人留学生が共に学ぶための仕掛けづくり～」
について協議しました（http://www.shidairen.or.jp/data/
blog/H24kokusai－houkokusho1.pdf〔加盟大学専用ページ〕）。
医・歯・薬学教育研究推進会議では、会議の開催を通じた「医・

歯・薬学分野における次世代育成のあり方」にかかる協議を行
いました。
大学評価委員会では、今後の認証評価制度への期待とより実

質的な大学教育の質保証と向上のための諸方策について考え
る機会とすべく、「大学教育を取り巻く諸環境の変化と認証評
価制度の動向～第１期の総括と今後の展望」をテーマとして、
大学評価に関する協議会を開催しました。同協議会では、認証
評価機関である大学基準協会関係者をお招きして、第１期認証
評価の総括と今後の認証評価制度の展望についてお話をいた
だくとともに、加盟大学関係者と認証評価機関関係者との意見
交換を通じ、１）建学の理念のもとに様々な学問分野の教育研
究活動を推進する私立大学の“多様性”のもとでの認証評価制
度における教育研究水準の向上のあり方、２）社会から要請さ
れる “学士力”や“社会人基礎力”、さらには“グローバル人材”と
学術的専門性との関係性といった視点から協議しました。

教育研究
■教育研究委員会　6,517千円　　■学生委員会　5,249千円　　■国際連携委員会　2,177千円
■医・歯・薬学教育研究推進会議　1,551千円　　■大学評価委員会　439千円

経営委員会では、今後一層の拡大が期待される寄附募集につ
いて、各会員法人における現状を把握するとともに、寄附募集
にかかる学内・学外の環境整備に向けた検討の一助とすること
を目的とした検討を重ね、会員法人を対象に実施した「寄付募
集に関するアンケート」の結果に基づいた現状の報告、戦略的、
組織的な観点での寄付募集への取り組み等にかかる好事例の
紹介、今後の課題、提言の論点整理からなる報告書（中間まと
め）をとりまとめました。また、平成24年８月の労働契約法の一
部改正を受けての理事会からの諮問を受け、『改正労働契約法
への対応について～学校法人（理事会）としての課題～』とする
報告書をとりまとめました（http://www.shidairen.or.jp/data/
blog/20130221kaiseiroudoukeiyakuhoutaiou.pdf〔加盟大学専用
ページ〕）。改正労働契約法の対応に当たっては、各会員法人に
おける教学政策や経営政策によってその対応は異なることが
想定され、各会員法人がその自主性に基づき対応の基本方針を
定めることが必要とされることなどから、今般のとりまとめに
当たっては、会員法人における共通の検討課題の抽出に努める
とともに、できるだけ実務の一助となるよう参考例の提示にも
努めました。
財政政策委員会では、財務・経営情報の公開に資する検討に
ついて、平成16（2004）年の私立学校法の改正以降、学校法人に

作成が義務づけられている事業報告書について、私大連盟会員
法人においてどのような点に留意して作成し、どのように活用
しているか、事業報告書の作成に当たり、日本私立大学団体連
合会・日本私立短期大学協会が平成22（2010）年７月にとりまと
めた『大学法人の財務・経営情報の公開について（中間報告）』を
どのように活用しているのかといった視点から、『平成23年度
事業報告書にかかるアンケート』の実施とその集計結果に基づ
き協議した成果のとりまとめを行いました。また、学校会計の
あり方にかかる検討について、平成24年８月から新たに検討が
開始された文部科学省学校法人会計基準の在り方に関する検
討会における検討内容を踏まえ、同検討会との情報の共有と協
議を重ねるとともに、これまでの私大連盟における学校法人会
計基準のあり方にかかる諸提言の内容及び委員会における協
議内容等をふまえ、検討会における反映を図りました。なお、同
検討会では、平成25年１月に『学校法人会計基準の在り方につ
いて　報告書』をとりまとめ、公表しています。
経営倫理委員会は、「私立大学経営倫理綱領」及び「私立大学

の経営に関する指針」に基づき、経営倫理問題に適切に対応し、
発生した問題に対処することとしていましたが、平成24年度に
おいて委員会は開催されませんでした。

大学経営
■経営委員会　814千円
■財政政策委員会　1,163千円　　■経営倫理委員会　0千円

主要事業の報告
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理事長会議では、「私立大学のガバナンスを考える」の開
催テーマのもと、理事長と学長（経営と教学）の役割、大学の
ガバナンスの確立と大学改革や大学の内部統制を討議の柱
に据え、討議しました。
学長会議では、第１回は「多様なグローバル人材育成のた
めの教学諸制度改革」、第２回は、「文部科学省『大学改革実
行プラン』をどう読むか」を開催テーマに開催しました。
財務・人事担当理事者会議では、第１回は、「私立大学にお
ける雇用形態の多様化と今後取り組むべき課題」、第２回は、
「改正労働契約法と私立大学における人事労務管理～わが
国の教育・研究の充実、発展のために～」をテーマに開催し
ました。
教学担当理事者会議では、「大学の秋季入学の課題と展
望」をテーマに、私立大学における秋季入学の移行・導入の
可能性や移行・導入した場合に想定される様々な影響と課
題について討議しました。
監事会議では、「教育の質向上と監事監査」をテーマに開
催しました。また、『私立大学の明日の発展のために―監事
の役割の再認識―（平成20年３月）』に『教学監査補遺版』を
付記し、組み入れた『私立大学の明日の発展のために―監事
の役割の再認識―〔平成24年度改訂版〕』をとりまとめました
（http://www.shidairen.or.jp/data/blog/2012kansahoiban_
kaiteiban.pdf〔加盟大学専用ページ〕）。

研修委員会では、アドミニストレーターの養成に主眼を
おいた「キャリア・ディベロップメント研修」「業務創造研
修」「アドミニストレーター研修」、既成概念にとらわれない
斬新かつ戦略的な視点・アプローチを養う「創発思考プログ
ラム」、管理職者の自己理解、人材育成の手がかりに資する
「ヒューマン・リソース・マネジメント研修」、マネジメント
サイクル構築力・評価手法の涵養に資する「マネジメントサ
イクル（PDCAサイクル）修得研修」の計６研修（※）を実施
しました。
また、平成23年度に引き続き、ウェブ上での講義ビデオの

配信による「オンデマンド研修」として、「大学の歴史」「私立
大学関係の基本法令」「初めての学校法人会計」「なぜ、マネ
ジメントサイクル（PDCAサイクル）修得研修が必要か」の
計４本の講義を試験配信しました。
なお、平成22年度に実施した「研修事業に関するアンケー

ト」結果を踏まえ、主に地方の中小規模の加盟大学からの参
加を念頭においた、１～２日程度の単発研修を企画・実施す
ることとしました。

人材育成
■理事長会議　3,956千円　　■学長会議　5,394千円　　■財務・人事担当理事者会議　10,171千円
■教学担当理事者会議　3,869千円　　■監事会議　4,282千円　　■研修委員会　14,473千円※

連盟の各事業組織における検討成果や大学の教育研究、
管理運営等に関する情報、国の高等教育改革に関する動向
等を加盟大学に発信するとともに、私立大学に対する正し
い理解を社会から得ることを基本方針において、連盟の政
策提言等を社会へ発信することを目的として事業を進めま
した。
インテリジェンスセンター広報・情報部門会議では、三つ
の部門会議を設置して、下記の事業を推進しました。
部門会議（大学時報）では、「私立大学の質的向上に寄与す
ること」を編集基調に掲げ、①意見形成の場、②諸情報の提
供の場、③研究成果の表現の場であることを編集方針とし、
『大学時報』を年６回刊行しました。平成24年度からは、web
サイトでの本文の閲覧を可能にするとともに、『大学時報』
の英文名を「University Current Review」としました。
部門会議（フォーラム）では、「『教育立国』日本の再構築と
私立大学」をグランドテーマに掲げ、平成24年度は、全国４
地区で私立大学フォーラムを開催しました。加盟大学等に
おける優れた先行事例、様々な分野からの新規情報、私大連
盟に蓄積された情報をもとに、基調講演、意見発表やディス
カッションを展開し、加盟大学教職員のみならず、広く一般
から参加者を募り、情報交換が行われました。詳細について

は19頁「私立大学フォーラム」をご参照ください。
インテリジェンスセンターの広報・情報部門会議（調査）

では、会員法人の大学運営に役立つ情報を収集してとりま
とめ、加盟大学に提供することによりサービスの質を維持
する一方で、調査の回答にかかる負担の軽減を図るため、恒
常的に実施している調査の見直しを行いました。
会員法人や社会への高等教育に関する恒常的な情報提供

については、情報の発信強化を図るため、平成24年度より連
盟公式ウェブサイトをリニューアルし、より迅速に情報提
供できる仕組みへと刷新しました。さらに、新たな情報発信
のツールとしてFacebookに公式ページを開設しました。
（http://www.facebook.com/shidairen）。
また、加盟法人に対して恒常的な情報提供を行うために、

個々の加盟大学に事務局職員を窓口として配置し、ニーズ
把握及び情報提供に取り組みました。事務局においてこれ
までの本活動内容を総括し、課題を洗い出した結果、広報・
情報部門会議のもとに部門会議（コンシェルジュ）を設置し、
仕組みを点検し改善していくこととなりました。平成25年
度以降は部門会議における検討を踏まえ、加盟法人への情
報発信機能を更に強化していく予定です。

広報・情報発信
■インテリジェンスセンター広報・情報部門会議　１千円　　■インテリジェンスセンター広報・情報部門会議（大学時報担当）　24,396千円
■インテリジェンスセンター広報・情報部門会議（フォーラム担当）　9,481千円　　
■インテリジェンスセンター広報・情報部門会議（調査担当）　3,594千円　　■コンシェルジュ事業　760千円
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公財政政策委員会では、高等教育に関する国の政策動向等を

踏まえ、私立大学に対する国の財政支援の拡充・強化や税制にお

ける減免税の優遇措置など、公財政支援の拡大・充実に寄与する

ことを目的として事業を展開し、平成25年度の私立大学関係政

府予算に関する要望及び税制改正要望をとりまとめました。

平成25年度政府予算に関する要望については、①メリハリを

つけた要望とする、②政府の国家戦略会議や産業界等から提起

された提案に対し、私立大学としての考え方や見解と連動した

要望とする、③政権交代や世論に流されない一貫性のある教育

政策の実施と、それを見据えた要望とすることを基本的な方針

として検討しました。

この方針に従い、①学生の修学上の経済的負担軽減にかかる

支援の拡充・強化、②地域の振興・活性化に向けた拠点としての

私立大学の整備・取り組み支援、③私立大学の教育の質の向上

や多様な連携の進展に対する支援の充実、④高等教育政策のパ

ラダイムシフト（大転換）と私立大学への公財政支出の拡充を

最重点要望事項の柱とするとともに、「東日本大震災に伴う私

立大学の復旧・復興にかかる支援」と「私立大学への公財政支出

拡充とわが国の再生にかかる支援」を柱とする要望事項からな

る要望書をとりまとめました。

平成25年度私学関係税制改正要望に関連しては、最重点要望

事項として、①教育費にかかる経済的負担軽減のための措置の

創設、②学校法人に対する寄附促進のための措置の拡充、③消

費税率の引き上げに対する特例措置の創設、④東日本大震災に

より被災した学校法人の復旧・復興支援のための特例措置の拡

充を掲げ、重点要望事項（３項目）と併せて実現に向けた要望活

動を行いました。

予算要求・税制改正要望
■公財政政策委員会　1,058千円

連盟では、会員法人に対する情報の質を保証し、サービスの

向上とともに事業全体の連携を図り、国等に対する政策提言に

向けた支援を行うため、インテリジェンスセンターを設置し、

企画会議のもとに政策研究部門会議及び広報・情報部門会議を

おいて事業を展開しました。

企画会議は、連盟事業の企画立案並びに既往事業の点検、事

業間の連携・調整を任務とし、今後の連盟事業の基本的なあり

方について検討しました。その結果、一般社団法人に移行した

平成24年度以後、４か年ごとを中期事業期間と位置づけ、２年

ごとに事業を見直し（マイナーチェンジ）、４年ごとに事業の全

体的な見直しを行うこととしました。

平成25年度の事業策定にあたっては、①公益目的支出計画に

則った実施事業の着実な実施、②加盟大学への情報発信機能の

更なる強化、③参加型事業に関する参加費等の支援、④各プロ

ジェクトの見直し、⑤予算執行状況を踏まえた事業の計画を行

うことを基本方針として、事業計画案をとりまとめました。

政策研究部門会議では、平成23年度における課題の検討結果

を踏まえて、震災をはじめとする大規模自然災害に対する私立

大学間の協力・連携に資する検討を行い、報告書『大規模自然災

害に対する私立大学間の協力・連携のあり方について』をとり

まとめました。同報告書では、「危機管理」「学生支援」「地域貢

献」の三つの視点から、大規模自然災害発生時に私立大学が学

生と地域の人々の安全を守り、学生の学修機会を確保し、地域

の復興に貢献するために不可欠な大学間または大学と地方自

治体等との連携について提言しています。

さらに、災害直後の学生の安否確認や大学間の連絡調整を可

能とする情報ネットワークの構築や、被災学生や地域への経済

支援のための国への働きかけを目的として、大学間連携の中心

として期待される「連盟の役割」についても提言しています。同

会議では、平成25年度の課題として、この「連盟の役割」の実現

に向けた検討を行うこととしています。

事業の企画立案・政策研究
■インテリジェンスセンター企画会議　146千円
■インテリジェンスセンター政策研究部門会議　625千円

13

平成24年度事業概要

平成24年度事業報告

CS3_13925611_01_mac日本私立大学連盟様_ｱﾆｭｱﾙﾚﾎﾟｰﾄ.indd   13 13.7.1   10:09:27 AM



男女共同参画推進に関するプロジェクトでは、私立大学に
おける男女共同参画推進のための環境整備に向けた検討を
進めました。その検討成果を社会に還元するとともに、加盟
大学間で情報の共有と、連携を深めることにより、推進体制
づくりの強化を目指して、関西学院大学が主催する「女性研
究者支援フォーラム」との連携を図り、同フォーラムの東京
会場として、テレビ会議システムを活用した双方向による
「男女共同参画推進に関するシンポジウム」を開催しました。
消費税問題検討プロジェクトでは、消費税率引き上げが
大学経営に及ぼす影響について検討し、とくに私立大学が
教育目的で使用する物品を購入する際に支払った消費税が
還付されない問題に焦点を当て、連盟として国等に対し行

うべき要望について検討し、最終報告をとりまとめました。
詳細は９頁をご覧ください。
年金問題検討プロジェクトでは、国の社会保障と税の一

体改革に伴って、共済年金制度と厚生年金制度の被用者年
金一元化に向けた検討の動向を踏まえ、中長期的な私立学
校教職員共済年金のあり方について、私立大学の立場から
検討を行いました。この間、「被用者年金制度の一元化等を
図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律」（８月
10日成立）により、私学共済年金における公的年金としての
３階部分（職域部分）は廃止されるものの、廃止後の新たな
年金（新３階年金）の給付制度を設けることとされました。

プロジェクト
■男女共同参画推進に関するプロジェクト　850千円　　■消費税問題検討プロジェクト　125千円
■年金問題検討プロジェクト　102千円

分類 資　　料　　名 判型・頁 発行年月

刊行物一覧
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平成24年 会合名 開催地

平成25年

連盟では、事業計画に基づき、さまざまな参加型会議・研修・フォーラム等を開催しました。平成24年度の
年間日程は下記の通りです。

行事日程表
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■ 東京
教育研究協議会
大学評価に関する協議会
FD推進ワークショップ（専任教職員向け）
医・歯・薬学教育研究推進会議
男女共同参画推進に関するシンポジウム
国際教育・交流推進協議会
学長会議
アドミニストレーター研修
業務創造研修
キャリア・ディベロップメント研修
創発思考プログラム
ヒューマン・リソース・マネジメント研修
マネジメントサイクル修得研修（東京会場）
国の補助金等に関する協議会

■ 浜松
ＦＤ推進ワークショップ（新任専任教員向け）
キャリア・ディベロップメント研修

■ 船橋
アドミニストレーター研修

■ 仙台
私立大学フォーラム

■ 幕張
アドミニストレーター研修

■ 松山
私立大学フォーラム

■ 広島
財務・人事担当理事者会議

■ 大阪
男女共同参画推進に関するシンポジウム
アドミニストレーター研修
業務創造研修

■ 京都
学生支援研究会議
理事長会議
学長会議
監事会議
マネジメントサイクル修得研修
（京都会場）
私立大学フォーラム

■ 名古屋
教学担当理事者会議
私立大学フォーラム

■ 神戸
財務・人事担当理事者会議

50歳45歳40歳35歳30歳25歳

教職員 経営トップ

学生支援研究会議

FD推進ワークショップ（新任専任教員向け）

マネジメントサイクル（PDCAサイクル）修得研修

創発思考プログラム

ヒューマン・リソース・マネジメント研修

アドミニストレーター研修

業務創造研修

キャリア・ディベロップメント研修

理事長会議

学長会議

財務・人事担当理事者会議

教学担当理事者会議

監事会議

FD推進ワークショップ（専任教職員向け）

教育研究協議会

医・歯・薬学教育研究推進会議

国際教育・交流推進協議会

男女共同参画推進に関するシンポジウム

大学評価に関する協議会

私立大学フォーラム

ト
ッ
プ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
会
議

研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム

フ
ォ
ー
ラ
ム
等
情
報
交
換
会

情
報
発
信
型

参
加
型

学
生
支
援

教
　
学

そ
の
他

教員対象職員対象教職員対象経営トップ対象

実施地域

実施概要
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トップマネジメント会議

理事長会議　

学長会議（第１回）　

学長会議（第２回）　

財務・人事担当理事者会議（第１回）　

財務・人事担当理事者会議（第２回）　

教学担当理事者会議　

監事会議　

学生支援・教学関連会議

学生支援研究会議　

教育研究協議会　

FD推進ワークショップ（専任教職員向け）　

医・歯・薬学教育研究推進会議　

国際教育・交流推進協議会　

大学評価に関する協議会　

男女共同参画推進に関するシンポジウム　

各種会議
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研修名・内容 開催日程 参加人数

FD推進ワークショップ（新任専任教員向け）

アドミニストレーター研修＊

業務創造研修＊

キャリア・ディベロップメント研修＊

創発思考プログラム＊

ヒューマン・リソース・マネジメント研修＊

マネジメントサイクル（PDCAサイクル）修得研修＊

オンデマンド研修

各種研修等プログラム

合計 44,242
※連盟の研修事業は(一財)私学研修福祉会の助成金を得て実施しています。同助成金は、日本私立学校振興・共済事業団からの貸付金の剰余金等を主な財源とし
ており、年度によって支給される額が変動します。

拠出金（当連盟負担額） （単位:千円）助成金参加費（参加大学負担額）

18,575 12,611 13,056

参考：協力研修事業にかかる支出の負担割合
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テーマ・内容＜開催日／場所／参加人数＞ 講　　師

第１回仙台会場 「グローバル化の中でのこれからの大学教育を考える」

坂下　鈴鹿 氏 

倉林　眞砂斗 氏 

淡輪　敬三 氏
阿久戸　光晴 氏

＜7月14日（土）東北学院大学土樋キャンパス押川記念ホール／87名＞

第２回松山会場 「私立大学に相集うことによる幸福度」

宮内　孝知 氏 

鈴木　規夫 氏
大城戸　圭一 氏 

西野　芳夫 氏 

＜9月29日（土）松山大学文京キャンパス820番教室／129名＞

第3回名古屋会場 「大学と地域・社会の連携の可能性を探る」

渡部　俊弘 氏
長谷川　計二 氏
小泉　幸洋 氏 

＜10月20日（土）愛知大学名古屋キャンパスL1103教室／103名＞

第4回京都会場  「いかにして学士力を担保するのか－大学教育の質の保
証・向上のための方策について」 山田　礼子 氏 

山本　眞一 氏 

浅田　和伸 氏
浦野　光人 氏 

＜11月17日（土）龍谷大学アバンティ響都ホール大ホール／143名＞

連盟では高等教育における時宜に即したテーマを取り上げ、加盟大学のみならず、広く一般からの参加者を
募り、「私立大学フォーラム」を開催しています。
平成24年度は、『「教育立国」日本の再構築と私立大学』をテーマに掲げ、全国４地区でフォーラムを開催し、

「グローバル化における大学教育」「大学スポーツ・同窓会組織・寄附促進の取り組み」「地域連携に基づく活動」
並びに「学士課程教育の実質化」の観点から、優れた先行事例、日本私立大学連盟に蓄積された情報、関係方
面からの新規情報等をもとに、各大学の「建学の精神」を現代に読み解き、温故知新をもって私立大学ゆえの
アクションプランのあり方について議論しました。

私立大学フォーラム
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立学校の経営の健全性を高め、もって私立学校の健
全な発達に資することにあるとしています。
同法による私学助成は、危機的状況にあった当時
の私学財政にとって大きな助けとなり、私立大学の
教育研究条件の改善をもたらすこととなりました。
その後の私学助成と私立大学の教育研究条件の変
遷を通観すると、私学助成の上昇期には、大学の財
政や教育研究条件の向上、学生の負担軽減が進みま
すが、補助金の停滞・削減に伴い、これらの点におい
て停滞・悪化が見られ、私学助成の重要性を浮き彫
りにしています。
同法は附帯決議において、私学助成は「できるだ

けすみやかに２分の１とするよう努めること」とさ
れながら、補助金の割合は昭和56年の約３割をピー
クに減少の一途をたどり、今日では１割程度にとど
まっています。この経常費補助が私立大学の教育研
究条件の向上に果たしてきた効果を考えるとき、昨
今の補助削減がもたらす影響の深刻さは計り知れ
ないものがあります。
同法成立後も現在に至るまで、連盟は他の私学団
体と連携しつつ、補助金の増額とさらなる充実に向
けて関係方面に働きかけ、加盟大学をはじめ私立大
学の発展・充実に貢献し続けています。

私立大学に対する助成は昭和45年度に私立大学
等経常費補助金が創設され、私立大学等の人件費を
含む教育研究にかかる経常的経費に対する補助が
開始されました。しかし、その後の物価高騰や人件
費の上昇による経常費の増大とともに、高等教育に
対する国民の需要が急速に高まるなかで、私立大学
の自主的努力をはるかに上回って財政は逼迫し、教
育研究条件は悪化する傾向にありました。
これらを背景として、私学助成に関する法律の制
定を求める声が高まり、この間に連盟では関係方面
とも意見交換を行いつつ、私学助成の基本理念や具
体案などをまとめ、その実現に向け大きく貢献しま
した。
以上の経緯を経て、昭和50年７月、議員立法とし

て私立学校振興助成法が成立し、昭和51年４月から
施行されました。私立学校振興助成法は私学助成に
ついて国の基本的姿勢と財政援助の基本的方向を
明らかにした基本法ともいうべき画期的な法律で
あり、その後の私立大学に対する補助金その他助成
措置は、この法律に基づいて実施されることとなり
ました。同法は、その第１条において私学助成の目
的は、①私立学校の教育研究条件の維持及び向上、
②私立学校に在籍する学生に係る負担の軽減、③私

連盟は、私立大学の団体である日本私立大学協会、
日本私立大学振興協会とともに、日本私立大学団
体連合会（会長：清家 篤・慶應義塾長）を構成し、
加盟団体相互の提携・協力により、私立大学にお
ける教育と研究の振興発展に寄与しています。
日本私立大学団体連合会に加盟する団体の会員

法人が設置する大学数は、わが国の全私立大学数
の約９割（605大学中526大学［平成25年3月31日現
在］）を占めており、国の高等教育政策への要請や
私学助成の拡充に向けた要求などの私立大学全体
にかかわる問題について、私立大学としての意思
統一を図りつつ積極的な活動を展開しています。

私立学校振興助成法と連盟

日本私立大学団体連合会との連携

日本私立大学協会
加盟法人数：367法人　設置大学数：393大学

一般社団法人日本私立大学連盟
加盟法人数：109法人　設置大学数：124大学

日本私立大学振興協会
加盟法人数：9法人　設置大学数：9大学

・加盟大学からの要望・意見の集約　　・委員会等での検討結果

日本私立大学団体連合会
・加盟団体からの要望・意見の集約
・私立大学関係予算要望等の作成
・国の各種審議会答申等への提言

私立大学（加盟大学）

・補助金に対する意見・要望
・政策に対する意見・要望

政府（文部科学省等）
・文教関係予算案作成　・各種の制度改正等

要望・提言

要望

補助金交付・政策実施

日本私立大学団体連合会との連携による活動（私立大学関係政府予算要望活動を中心に）
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わが国の再生と次代を拓く原動力は、高等教育の振興、特に私立大学等の充実発展にある
　○大学教育の質的転換と基盤整備のための公財政支出の大幅拡充
　○大学教育にかかる教育費の経済的負担軽減のための措置の拡充
　○私立大学等の健全な発達と経営基盤強化のための基盤助成の拡充

平成25年度私立大学関係政府予算に関する要望では、従来からの要望内容や既存の仕組みを踏まえつつ、以
下に示した４項目を「最重点要望事項」とし、また東日本大震災に伴う私立大学の復旧・復興にかかる支援に
関する項目を「重点要望事項」として３項目、それぞれの項目を実現するために必要な事項を要望事項として
掲げ、日本私立大学団体連合会や全私学連合との連携を図りながら要望活動を展開しました。

要望活動では、私学助成における要望事項のうち最重点項目の「私立大学等に対する基盤的経費等の拡充」につい
て、以下の理念に基づいて重点的に関係機関等に訴え、強く要望しました。

私立大学関係政府予算要望の内容と特徴

①学生の修学上の経済的負担軽減にかかる支援の拡充・強化
②地域の振興・活性化に向けた拠点としての私立大学の整備・取り組み支援
③私立大学の教育の質の向上や多様な連携の進展に対する支援の充実
④高等教育政策のパラダイムシフト（大転換）と私立大学への公財政支出の拡充

【最重点要望事項】

①被災地域における復旧・復興、防災の拠点となる大学に対する支援
②被災学生等に対する修学支援の拡充・強化
③原子力災害による被災学校法人への重点的支援

【重点要望事項】

私立大学等経常費補助金をはじめとする基盤的経費は、私立大学等の教育研究基盤の充実のみならず、国の
成長・発展を確固たるものとするための経費です。知識基盤社会における幅広い国民の高等教育へのニーズに
応えるため、私立大学の永続性と健全性を担保するための基盤的経費等に対する支援の拡充は不可欠であり、
その実現は国民の願いです。

私立大学等に対する基盤的経費等の拡充
［重点要望事項（私学助成関係）］

１．私立大学等経常費補助金

２．私立大学等教育研究装置・施設整備費補助

３．私立大学等研究設備等整備費補助
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平成24年度は、連盟をはじめ私学関係団体において、以下の日程で平成25年度私立大学関係政府予算に関す
る要望及び税制改正要望の実現に向けた要望活動等を展開しました。

平成24年 私学団体の動き 政府等の動き

平成25年

私立大学関係政府予算要望等の活動経過
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日本私立大学団体連合会では、大学のあり方につ
いて各方面から種々の提言・意見が表明されている
ことを受け、改めて今後の大学のあり方について共
通理解を深めるとともに、平成25年度私立大学関係
政府予算と税制改正にかかる私立大学側の要望実現
を広く訴えるため、12月３日、全国７箇所の大学等
と会場とをテレビ会議システムで結び、私立大学等
関係者約400人による「私立大学振興大会2012」を開
催しました。
同大会では、文部科学省の森口泰孝事務次官のあ
いさつの後、「わが国の持続的発展と私立大学─今こ
そ、私立大学の時代─」をテーマとして、パネルディ
スカッションを行いました。
パネリストからは、今後のわが国の大学のあり方
について、私立大学等を中心とする新たな高等教育
システムへの大転換（パラダイムシフト）の必要性

等について意見発表があり、それを受けて参加者から、
地域の拠点である、とくに中小規模の私立大学等の
貢献事例の紹介とそれに見合った支援の必要性が強
く訴えられました。
最後に、当日参加の私立大学等関係者の総意として

以下の「決議」を採択し、小松親次郎私学部長に手
渡して、平成25年度私立大学関係政府予算と税制改
正にかかる私立大学側の要望の実現を要請しました。

「私立大学振興大会2012」の開催
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平成25年度の文部科学関係予算において、私学助成関係予算は全体で4,319億円（8.1％）を占めています。
このうち、私立大学関係政府予算の概要は以下の通りとなりました。
私学助成関係予算の中心を占める私立大学等経常費補助金については、「大学力」の向上のため、大学教

育の質的転換や、特色を発揮して地域の発展を重層的に支える大学づくり、産業界や国内外の大学等と連
携した教育研究など、私立大学等が組織的・体系的に取り組む大学改革の基盤充実を図るため、新たに経
常費・設備費・施設費を一体として重点的に支援することを目的とする「私立大学等改革総合支援事業」と
して122億円（一般補助、特別補助の内数）が計上（総額で約178億円）されました。また、平成23年度予
算において実施した、大学の機動的な対応の推進と責任ある運営を促進するための一般補助と特別補助の
大幅な組替えを堅持し、経常費補助に占める一般補助の割合は約88％を維持されました。
また、特別補助については、昨年度に引き続き特別復興会計分として62億円（前年度76億円）が措置され、
被災学生に対する学費減免（３分の２補助）に対する支援や被災３県に所在する大学への特例的な支援を
実態に即して引き続き支援されることとされました。その結果、前年度に対する増減率は一般補助が0.4％減、
特別補助が3.2％減となりました。

私立大学関係政府予算の概要

平成25年度私立大学関係政府予算の概要 

項　　目 平成24年度
予算額

平成25年度
予算額

対前年度
増減△額

増減△率
（％）
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１．正常な学校教育と学生の健全な学修環境の確保のための就職・採用活動の改善に向けた対外的活動

　連盟の学生委員会及び同キャリア・就職支援分科会では、日本私立大学団体連合会（以下「連合会」という。）
就職問題委員会と連携して、正常な学校教育と学生の健全な学修環境の確保のための就職・採用活動の改善
にかかる意見発信を行っています。

1996（平成８）年の“就職協定の”廃止後、ここ数年は
該当年度の前年の秋に、大学側は「申合せ」を、企業側は
「倫理憲章」を定め、双方がそれぞれ尊重に努めること
を確認し、双方による「合意文書」とともに「申合せ」と
「倫理憲章」を公表してきました。しかし、平成26年３月
の卒業・修了予定者については、企業側団体である日本
経済団体連合会（以下「日本経団連」という。）において、
平成23年３月の「倫理憲章」改定後、初めてとなった平成
25年度入社対象の採用選考活動について、早期化の歯
止めに一定の効果が見られており、「倫理憲章」改定の
影響を検証するには時期尚早であること、頻繁に改定す
ることは関係者に混乱をきたすこと等から、現行の「倫
理憲章」の見直しは行わないことを「2014年度入社対象
の『採用選考に関する企業の倫理憲章』について」を通
じて公表しました。

これを受け、大学等卒業予定者の就職活動のあり方
について検討・協議することを目的として、連合会、国立
大学協会、公立大学協会、全国公立短期大学協会、日本
私立短期大学協会、国立高等専門学校機構、全国公立高
等専門学校協会、日本私立高等専門学校協会の八つの
団体から派遣されるメンバーで構成される就職問題懇
談会では、平成25年度の就職・採用活動に関する「申合
せ」の作成及び平成23年度の就職活動に当たっての各
大学の行動ガイドラインの策定について協議した結果、
平成23年度同様に「申合せ」を作成すること、「いまだ、大
学等の学事日程や学生の就職活動における問題点など
に対し十分な配慮がなされていないところがあり、協議
すべき課題が多く残されている」との認識のもと、各大
学等において、大学等関係団体の総意である「大学、短
期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者に係る就職
に関する要請」の目指すところを改めて確認し、学生の

健全な学修環境の確保、足並みを揃え、良識のある対
応・行動の徹底を図ることを目的として、「要請」を作成
することとしました。その後、とりまとめられた「申合せ」
と企業側「倫理憲章（平成23年３月15日改定）」について、
双方がそれぞれ尊重に努めることを合意するとともに、
大学側から企業側へ「要請」が発出され、11月１日付で文
部科学省より各大学へ合意文書が通知されました。

また、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、日本経団
連の共同事務局のもと、就職・採用活動に関する課題の
現状把握、大学と企業等関係者による意見交換を目的
として、平成22年度に設置された新卒者等の就職採用
活動に関する懇話会を開催し、採用活動の現状につい
て、日本経団連からの新卒採用に関する調査結果の報
告、日本就職情報出版懇話会からの状況報告、就職問題
懇談会からの意見発表の後、採用活動について意見交
換しました。

一方、連盟の学生委員会キャリア・就職支援分科会で
は、就職問題懇談会等の外部組織を通じての就職・採用
活動の改善に向けた活動を進めるとともに、平成24年２
月と11月に「健全な学修環境の確保に向けたアンケー
ト」を実施しました。

アンケートでは、①「倫理憲章」の改定により就職・採
用活動の開始が前年よりも２か月遅くなり、採用活動が
前年と変わらず４月開始となったことによる学生の就
職活動や授業等出席への影響、②就職ガイダンス等の
学生支援行事の実施状況、③理想と考える広報活動と
選考活動の開始時期、④選考ポイントとして大学が企
業に重視して欲しい点などについて設問を設け、今後
の就職・採用活動の早期化・長期化の解消に向けた対応
に資する情報収集を行いました。

【平成24年度の動き】

国等への提言
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2． 中央教育審議会教育振興基本計画部会における意見開陳（パブリック・コメント）

（１）第２期教育振興基本計画策定の背景
戦後約60年ぶりに改正された教育基本法の基本
理念を踏まえ、平成20年度から24年度までの５年間
を期間とし、平成20年７月に第１期教育振興基本計
画が策定されました。
平成23年６月６日には、文部科学大臣から中央教

育審議会へ「第２期教育振興基本計画の策定につい
て」とする諮問がなされました。その際、①第１期基
本計画策定後の社会情勢の変化や施策の実施状況、
さらには今般の震災が社会全体に与える影響などに
ついて検証・評価し、それを踏まえ、生涯学習社会の
実現を目指し、家庭、地域の教育力の向上や初等中等
教育から高等教育に至る学校教育の充実など教育
振興のための基本的な方針及び諸方策を明らかに
する、②教育振興基本計画を効果的かつ着実に実施
する観点からは、各方策の進捗状況及び具体的な成
果を点検し、その結果を新たな取組に反映させてい
くことが不可欠であることから、具体的な成果目標
の在り方とともに、教育の質の向上、教育環境の整備、
教育行政体制の充実その他の諸方策について議論
することが求められました。

（２）私学側の意見
平成24年度に入り、教育振興基本計画部会では、

第20回部会（８月24日開催）において「第２期教育振
興基本計画について（審議経過報告）」（以下「審議経
過報告」という。）をとりまとめ、第82回中央教育審議
会総会（８月28日開催）に提出後、各関係団体等から
意見を聴取することとしました。
連合会では、平成24年３月にとりまとめた意見書

をベースに、①「前文」において、「教育の重要性」を再
認識するための記述がさらに必要である、②「第２部
　今後５年間に実施すべき教育上の方策」の「Ⅲ　東
日本大震災からの復旧・復興支援」において、私立の
高等教育機関は、地域における防災や復興の拠点と
しての役割を担っており、地域の中核的な機関とし
ての支援が必要であるとともに、創造的復興に必要
な人材が高等教育を受ける機会を経済的理由によっ
て断念するような事態が避けられるよう、継続的な
支援を行うことが極めて重要である旨を意見書とし

てとりまとめました。加えて、高等教育のユニバーサ
ル化の積極的な評価（その大半を担う私学振興の重
要性）、私学高等教育における教育の質の向上の重要
性、高等教育に対する公財政支出の飛躍的拡充と具
体的な投資目標の設定の必要性を主張すべく意見書
をとりまとめました。
第21回部会（９月24日開催）では、連合会、日本私
立短期大学協会並びに日本私立高等専門学校協会
としてとりまとめた意見書「中央教育審議会教育振
興基本計画部会『第２期教育振興基本計画について
（審議経過報告）』への意見具申」（資料編　資料３－
１）に基づき、清家　篤氏（日本私立大学団体連合会
会長、慶應義塾長）並びに佐藤弘毅氏（日本私立短期
大学協会会長、目白大学学長）より意見開陳を行いま
した。
教育振興基本計画部会では、第24回部会（１月18日

開催）において下村博文文部科学大臣から新たに５
点について追加検討の要請があり、第７期中央教育
審議会の同部会で引き続き審議し、平成25年３月に
は同計画をとりまとめる方針を確認しました。

①教育行政の在り方（教育委員会の抜本的な改
革、国の責任の果たし方）

②全国学力・学習状況調査（全数調査を継続的に
実施すること）

③6・3・3・4制の在り方

④高校段階での学習到達度を把握する共通的調
査の仕組み及び大学入試制度の在り方

⑤公立高校授業料無償制・高校等就学支援金制
度の見直し（所得制限導入、公私間格差縮小等）

第７期中央教育審議会発足後に開催された第25
回部会（３月18日開催）では、これまでの審議経過報
告に新たに教育投資のあり方等に関する記述を加え
た答申素案が提示されました。今後は、中央教育審
議会大学分科会等で検討後、同部会で再度審議され、
平成25年４月中には下村博文文部科学大臣に答申さ
れる見通しとなっています。
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資産の部 
科　目 平成24年度

負債の部 
科　目 平成24年度

正味財産の部 
科　目 平成24年度

貸借対照表（平成25年３月31日現在）

貸借対照表のポイント

平成20年度 21年度 22年度 23年度 24年度
0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

（千円）

325,787
63.9%

184,401
36.1%

357,621
70.1%

84,199
16.5%

68,367
13.4%

337,808
61.9%

207,586
38.1%

435,147
79.8%

99,489
18.2%

10,758
2.0%

342,868
55.8%

271,264
44.2%

493,503
80.4%

106,332
17.3%

14,297
2.3%

固定資産
367,056
55.2%

流動資産
297,976
44.8%

正味財産
506,539
76.2%

固定負債
135,983
20.4%

流動負債
22,509
3.4%

510,188千円

545,394千円
614,132千円

665,031千円

固定資産
348,223
49.1%

流動資産
360,280
50.9%

正味財産
538,599
76.0%

固定負債
107,333
15.2%

流動負債
62,571
8.8%

708,503千円

貸借対照表の推移（参考）
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２．引当金の明細 
科　目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高目的使用 その他

１．特定資産の明細 
区　分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

附属明細書

監査報告書
平成25年５月28日

一般社団法人日本私立大学連盟
会　長　　　清　家　　篤　殿

監　事　　鵜　殿　博　喜　　　印
監　事　　日　髙　義　博　　　印
監　事　　市　川　太　一　　　印

私たち監事は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの事業年度の理事の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について、
次のとおり報告いたします。
１　監査の方法及びその内容
各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、

理事及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状
況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告について検討いたしました。
さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及びその附

属明細書並びに公益目的支出計画実施報告書について検討いたしました。
２　監査意見
（１）事業報告等の監査結果
　一　事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めます。
　二　理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　計算書類及びその附属明細書は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に示しているものと認めます。

（3）公益目的支出計画実施報告書の監査結果
　公益目的支出計画実施報告書は、法令又は定款に従い、法人の公益目的支出計画の実施の状況を正しく示しているものと認めます。

以 上

監事監査報告書

参考：学生定員規模別法人会費（平均）
学生定員規模 一法人当たりの会費平均額

＜会費の単価＞
会費区分 単　価

法人当たり会費

学部当たり会費
昼間
夜間

学生当たり会費
昼間
夜間

会費規則（抜粋）
第２条（会費）　この法人の会費は、会員である一法人につき年額1,380,000円のほか、その法人が設置する大学の一学部につき年額160,000円、

及び当該学部の学生一人につき年額200円とする。但し、夜間において、授業を行う学部、及び学生については、その半額とする。又、大学
院のみを置く大学にあっては、研究科を１学部（但し、2以上の研究科を置いた場合でも一学部とする。）とみなす。

第３条（入会金）　この法人の入会金は1,000,000円とする。

「会費規則」に基づき、加盟法人に会費をご負担いただいています。詳細は以下の通りとなります。
会費について
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正味財産増減計算書は、当年度・前年度対比で構成されており、企業会計では損益計算書、学校法人会計で
は消費収支計算書に相当します。

Ⅰ．一般正味財産増減の部
１．経常増減の部 

科　目 平成24年度
２．経常外増減の部

科　目 平成24年度

Ⅱ．指定正味財産増減の部
科　目 平成24年度

Ⅲ．正味財産期末残高

正味財産増減計算書内訳表

正味財産増減計算書（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

　平成24年度から採用している公益法人会計基準においては、
管理部門において発生する費用の一部が事業費に算入する可
能性のある費用であるとされており、法人の実態に即して事
業費に算入することとされています。
　これを踏まえ、平成24年度から、法人移行申請書類作成時
に採用した従事割合等に基づき、共通的経費を実施事業等会計、
その他会計、法人会計に配賦しています。

共通的経費の配賦
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Ⅰ．一般正味財産増減の部
１．経常増減の部 

科　目 実施事業等会計 その他会計 法人会計 合　計広報事業 その他事業

２．経常外増減の部

正味財産増減計算書内訳表（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

Ⅱ．指定正味財産増減の部

Ⅲ．正味財産期末残高
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Ⅰ．事業活動収支の部
科　目 予算額 決算額 差　異

収支計算書は、予算・決算対比で構成されており、学校法人会計では資金収支計算書に相当します。連盟にお
いては、適切な内部管理を行うために収支計算書を作成するとともに、公益法人としての情報公開をより積極的
に行うために、参考資料として公表することとしました。

収支計算書（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

会費収入

事業収入

研修福祉会拠出金支出
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科　目 予算額 決算額 差　異

Ⅱ．投資活動収支の部
科　目 予算額 決算額 差　異

Ⅲ．財務活動収支の部
科　目 予算額 決算額 差　異

Ⅳ．予備費支出

事業活動収入

平成24年度の事業活動収入は408,366,057円でした。

会費収入 97.3%
397,275,800円

その他の収入 2.7%
11,090,257円

事業活動支出

平成24年度の事業活動支出は402,622,709円でした。

事業費支出　87.9%
353,797,656円

管理費支出　12.1%
48,825,053円

給料手当支出
31.3%

126,004,658円

退職給付支出　10.4%
41,927,760円

委託費支出　9.9%
39,815,948円

その他の支出
36.3%
146,049,290円

基本財産取崩収入
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１．大学数及び私立大学の割合

大学数
私立大学の
割合国公立（州立） 私立

日　　本
（2012年）
アメリカ
（2009年）
イギリス
（2010年）
フランス
（2010年）
ドイツ
（2010年）

２．大学（高等教育）進学率及び人口千人当たり高等教育在学者数の推移
2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

日　　本
進学率

人口千人当たり高等教育
在学者数（人）

アメリカ
進学率

人口千人当たり高等教育
在学者数（人）

イギリス
進学率

人口千人当たり高等教育
在学者数（人）

フランス
進学率

人口千人当たり高等教育
在学者数（人）

ドイツ
進学率

人口千人当たり高等教育
在学者数（人）

進学率は、各国の「高等教育機関入学者数」を「該当年齢人口」で除して算出されている。
■日本

■アメリカ

■イギリス

■フランス

■ドイツ

※「高等教育進学率」について

諸外国との国際比較
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6．教育支出の公私負担割合（2009年）
（１）全教育段階 

公財政
私費負担

全体 家計負担

日本

アメリカ

イギリス

フランス

ドイツ

OECD各国平均

（2）高等教育段階 

公財政
私費負担

全体 家計負担

日本

アメリカ

イギリス

フランス

ドイツ

OECD各国平均

5．学生一人当たり学校教育（高等教育）費

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

日本

アメリカ

OECD各国平均

３．学部学生に対する大学院学生の比率及び人口千人当たり高等教育在学者数（大学院）の推移

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

日本

アメリカ

イギリス

フランス

■日　　本
■アメリカ

■イギリス
■フランス

※「学部学生に対する大学院学生の比率」について

※「学校教育費」について

4．国内総生産（GDP）に対する学校教育（高等教育）費にかかる公財政支出の比率

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

日本

アメリカ

OECD各国平均

※「公財政支出」について
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１．大学数、学生数等
（１）大学・学部・研究科数の推移（国公私別） 

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

大学数

国立大学

公立大学

私立大学

連盟加盟大学

私立大学の割合

学部数

国立大学

公立大学

私立大学

連盟加盟大学

私立大学の割合

研究科数

国立大学

公立大学

私立大学

連盟加盟大学

私立大学の割合

（２）学生数・教員数・職員数（国公私別） 
2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

学生数

国立大学

　（全体に占める割合）

公立大学

　（全体に占める割合）

私立大学

　（全体に占める割合）

連盟加盟大学

（私立大学に占める割合）

教員数

国立大学

　（全体に占める割合）

公立大学

　（全体に占める割合）

私立大学

　（全体に占める割合）

連盟加盟大学

（私立大学に占める割合）

職員数

国立大学

　（全体に占める割合）

公立大学

　（全体に占める割合）

私立大学

　（全体に占める割合）

連盟加盟大学

（私立大学に占める割合）

国内の構成
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2．大学への進学率
（1）大学・短期大学への進学率の推移 

区  分
大学・短期大学等へ現役進学率
（通信教育部への進学者を除く）

大学（学部）・短期大学（本科）への進学率
（過年度高卒者等を含む）

大学（学部）への進学率
（過年度高卒者等を含む）

計 男 女 計 男 女 計 男 女

1990年

1995年

2000年

2008年

2009年

2010年

2011年

2012年

（２）高等学校卒業者の現役大学等進学率の推移（都道府県別） 
2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

北海道 京　都

青　森 大　阪

岩　手 兵　庫

宮　城 奈　良

秋　田 和歌山

山　形 鳥　取

福　島 島　根

茨　城 岡　山

栃　木 広　島

群　馬 山　口

埼　玉 徳　島

千　葉 香　川

東　京 愛　媛

神奈川 高　知

新　潟 福　岡

富　山 佐　賀

石　川 長　崎

福　井 熊　本

山　梨 大　分

長　野 宮　崎

岐　阜 鹿児島

静　岡 沖　縄

愛　知 全　国

三　重 男

滋　賀 女
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（3）分野別学部入学者数の推移（国公私別・分野別） 

区　　　分
（分野）

2010年度 2011年度 2012年度

国  立 公  立 私  立 計 国  立 公  立 私  立 計 国  立 公  立 私  立 計

人文科学

社会科学

理 学

工 学

農 学

保 健

家 政

教 育

芸 術

そ の 他

合 計

（4）学部卒業者数の推移（分野別・進路別） 

区　　　分
（分野）

2010年度 2011年度 2012年度

進学 就職 その他 計 進学 就職 その他 計 進学 就職 その他 計

人文科学

社会科学

理 学

工 学

農 学

保 健

商 船

家 政

教 育

芸 術

そ の 他

合 計
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３．大学の財政状況
（１）初年度学生納付金平均額の推移（国公私別） 

年　度 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

国立大学

入学金

授業料

その他

公立大学

入学金

授業料

その他

私立大学

入学金

授業料

その他

（２）学校教育費の推移（国公私別） 

年　度 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

国立大学

学校教育費

　うち教育研究費

　教育研究費が占める割合

　学生一人当たり教育研究費

公立大学

学校教育費

　うち教育活動費

　教育活動費が占める割合

　学生一人当たり教育活動費

私立大学

学校教育費

　うち教育研究経費

　教育研究経費が占める割合

　学生一人当たり教育研究経費
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（４）全私立大学及び連盟加盟大学の消費収支状況（2011年度）
■【収入の部】 

全私立大学 連盟加盟大学

金額 構成比率 金額 構成比率

学生生徒等納付金

補助金

その他

帰属収入

基本金組入額

消費収入

■【支出の部】 

全私立大学 連盟加盟大学

金額 構成比率 金額 構成比率

人件費

教育研究経費等

その他

消費支出

帰属収支差額

消費収支差額

（3）私立大学等の経常的経費、私立大学等経常費補助金及び国立大学法人運営費交付金の推移 
年　度 1976年 1981年 1986年 1991年 1996年 2001年 2006年 2009年 2010年 2011年 2012年

経常的経費
金 額

前年比（％）

経常費補助金

金 額

増 加 額

前年比（％）

補助金額／経常的経費（％）

国立大学法人運営費交付金
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事務局長

  １．総会
  ２．理事会
  ３．常務理事会
  ４．総務関係業務に関すること（給与・社会保険等労務業務含む）
  ５．コンシェルジュ業務に関すること
  ６．企画政策担当との連携業務に関すること
  ７．日本私立大学団体連合会に関すること

  １．会計業務に関すること
  ２．受託業務に関すること

  １．研修委員会
  ２．政策提言への実現・実行活動

  １．公財政政策委員会
  ２．男女共同参画推進に関する
　プロジェクト
  ３．消費税問題検討プロジェクト
  ４．年金問題検討プロジェクト

  ５．インテリジェンスセンター業務
  ６．ホームページに関する業務
  ７．政策提言への実現・実行活動
  ８．日本私立大学団体連合会に
　関すること

  １．教育研究委員会
  ２．大学評価委員会
  ３．医・歯・薬学教育研究推進会議
  ４．学生委員会
  ５．国際連携委員会
  ６．経営委員会
  ７．財政政策委員会
  ８．理事長会議（同幹事会）

  ９．学長会議（同幹事会）
10．財務・人事担当理事者会議（同幹事会）
11．教学担当理事者会議（同幹事会）
12．監事会議（同幹事会）
13．経営倫理委員会
14．インテリジェンスセンター業務
15．政策提言への実現・実行活動
16．日本私立大学団体連合会に関すること

平成24年度職員数
計　　　　　 22人

１．専任職員　 16人
2．出向職員　　2人
3．派遣職員　　4人

平成25年3月31現在

※事務局長が担当課長を兼務

総務担当
4人

会計担当
3人

教学支援担当
8人

人財開発担当
3人

企画政策担当
4人（※）

 連盟では、理事会における情報を迅速に発信しています。

 連盟“メールマガジン”を配信しています。

情報発信の強化

事務局体制
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連盟では、幅広いネットワークの構築と人材交流を目的として、加盟法人から出向職員の受入れを実施
しています。受入れは昭和58年から開始し、これまで21法人71人の方々が在籍しました。平成24年度は、
追手門学院と東北学院から２人の出向職員のご協力をいただきました。個別の大学では、経験できない国
等への私学支援のための要望活動や高等教育政策の鍵となる中央教育審議会への対応等に実際に関わるこ
とによって、高等教育に関するより広い視野を養います。
また、年間約300人の加盟法人の教職員から構成する各事業において、大学間の幅広い人的ネットワー
クが築けることも出向の特長です。
多くの出向職員の方々が大学に戻られた後も、連盟での経験と人的ネットワークを活かし、大学改革に
取り組む実務的リーダーとして第一線で活躍されています。
今後とも加盟法人との相互の連携を重視して、活発な人材交流を推進していく予定です。

加盟法人等との人材交流

東北地区
１法人 受入れ 派遣 合計

関東地区
13法人 受入れ 派遣 合計

東海地区
１法人 受入れ 派遣 合計

九州地区
１法人 受入れ 派遣 合計

関西地区
6法人 受入れ 派遣 合計

その他（団体等）
１団体 受入れ 派遣 合計

22法人、１団体 受入れ 派遣 合計

参考：出向者の受入れ・派遣状況

■出向職員の育成目標（一例）
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